

































































































新 旧 学 習 指 導 要 領 と もに, 陶 冶 教 授 課 題
(B日加 ngs-undLehraufgabe),教授学的諸原則
表 1 ハウプ トシューレの新旧学習指導要領 ･化学 (ない し物理 ･化学)の内容構成
新学習指導要領 :化学 日学習指導要領 :物理 .化学
A.必修教科の学習指導要領 (Lehrpl畠neftlrdiePflichtgegenstande) A.必修教科 (Pflichtgegenstande)
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オーストリアの前期中等教育段階における生物 ･環境カリキュラムの改訂
表 2 ハ ウプ トシューレにおける教科 ｢化学｣｢物理 ･化学｣｢物理｣の週授業時間数の変化表
新学習指導要領2000/01移行開始2003/04完全実施 ← 日学習指導要領1985/86移行開始1988/89完全実施
必修教科＼学年 1 り 3 4 介計 合計 1 2 3 4 学年.′必修教科
物理 Physik - 1 り り 5* ←/ 8 2 2 4 物理 .化学PhysikundChcmie化学 Cemie - - 2 2
*学校が独自の規定でも･'て若干の特色を出す場合の許容幅は,化学1.514,物理5110である｡
表 3 普通教育中等学校の下級段階における教科 ｢化学｣の週授業時間数の変化表
新学習指導要領2000/01移行開始2003/04完全実施 ← 日学習指導要領1987/88移行開始1988/89完全実施
学年 1 り 3 4 合計* 合計 1 2 3 4
必修教科＼類型 GRGrwK G RGWK G/RG WK G/RG WK G/RG WKG/RG/WK




ギムナジウムの 4学年 2,経済実科ギムナ ジウム
3･4学年各 2計 4のまま)で減少はなか･Jた｡一
方,ハ ウプ トシュー レにおける化学は.物理 ･化学
か らの分離独立 という大 きな変化があ り,週時間数
では,最終学年 (4学年)の 2で,ギムナジウム&
実科ギムナジウムと同 じになった∪ しか し,経済実
科ギムナジウムの下級段階の週時間数 とでは, (3,
4学年のそれぞれ 2の計 4･差2で)異 な一'た まま
である｡
新では,週授業時間を一定の枠内で増減で きるよ
うにな り,学校 ･教員の 自由裁量の拡大 となってい
IH. 2.目標 (B‖dungs-undLehraufgabe:陶冶教
授課題)
表 4は,学習 目標 (B"dungs-undLehraufgabe:
陶冶教授課題)の新 旧対照表である｡
そ もそ も,ハ ウプ トシュー レの新 カリキュラムに
おいて教科 ｢化学｣が旧カリキュラム (旧学習指導
表 4 学習 目標 (Bildungs-undLehrauf9abe:陶冶教授課題)の新旧対照表
新学習指導要領 :化学 旧学習指導要領 :物理 ･化学












































































































































































































理 ･化学 -の抜粋であるQ 計45天項 EJでいえば, 日常 における物理 との出
旧学習内容 (Lehrstoff‥教材) 一物理 ･化学 -の 会いか ら始 まり,エネルギー と資源の節約で終わる｡

























表6 旧学習内容 (Lehrsto什教材)-物理･化学一における大中小項臥 及び,週授業時間数当たりのそれらの数
物理.化学の過授業時間数 学年 大項目数 中項目数 中項目数/大項目数
2 2 ll 56 5.09
2 3 9 47 5.22
4 2 4 物理 12 54 4.5化学 3 6 92
8 45 221 4.91
小項目数 小項目 ′ト項目数/中項目数アイウエ 実際関連 教科等関連
57 27(23) 23 7 1.02
55 31(23) 17 7 1.17
37 19(15) 14 4 0.685
7日 48(30) 20 10 1.22










新学習 内容 (Lehrstoff:教材 ･中核領域
表7 旧学習内容 (Lehrstof:教材)一化学一において,｢制限｣｢限りで｣に言及している4小項乱
及び,特徴的な例を含む1項目




9.アルコールと炭酸 (む発展教材 エステル結合 ア.縮合反応の原理に制限




































































●大中小項 目の 3階層か ら大中項 目の 2階層へ変
化 :計13大項 目64中項目78小項 目から5大項目25
中項目へ




な化学反応 ･(4:)酸 ･塩基 ･塩の重要な特性 と反応へ
の見解を得ること (Einsichtgewinnen)





表 9は,新学習内容 (Lehrstoff:教材 ･中核領域
Kembereich:) 一化学一において,5大項目25中項
目一覧の内,｢制限 (年齢にあった)｣に言及 してい
























































































































































































(完全実施年度 :新2003/04･旧1988/89)｢生物 ･環境BiologieundUmweltkundeJ｢物理 PhysikJ
｢物理 ･化学physikundChemieJ｢化学Chemie｣の週授業時間数の変化表
学年 1 2 3 4 合計 新旧 合計 1 2 3 4 学年
ハウプトシュー レ
生物.環境 2 2 1 r) 7 ■-. 9 3 2 2 り 唯物.環堵
物理 - 1 2 り 5 lf 8 2 2 4 物理.化学化学 - - 2 2
普通教育中等学校の下級段階
生物.環境 G/WK/RG C/WKRGG,lWK,'RLiG/WKRG類型 G/WK/RG 穀物.環境
2 2 1 2 り 7 8 ● 一 一 9 31｢㌻L-｢2-■~~｢亘- ~ー
物理 G/WK/RG類型 G/WK/RG 物理
二~T ■1｢口2 2 5 ー 6 -1 r ｢㌻~ 2




階の全てで.単一の授業時間数 ･目標 ･内容 ･内容
の取扱いとなった｡生物 ･環境は,授業時間数合計
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